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本資料の目的 

1. 本資料は、第 20 回サステナビリティ基準委員会（2023 年 9 月 5 日開催）において

聞かれた意見をまとめたものである。審議事項の番号は、第 20 回サステナビリテ

ィ基準委員会における資料番号を示している。 

 

聞かれた意見 

IFRS S1 号及び IFRS S2 号に相当する基準の開発に対する意見（審議事項 A1、A2 関連） 

「対象期間（法令により異なる対象期間の報告が求められている場合）」に対する意見

（審議事項 A1-1 関連） 

2. 法令の要請により報告するサステナビリティ情報は多種あり、その数もかなり多い

と想定される。そのような中、作成者である企業が、自らの判断で異なる集計期間

とすることでよいのか疑問である。本来、サステナビリティ開示は関連する財務諸

表と同じ報告期間を対象とすることを原則とし、異なる集計期間を用いる例外は限

定的な場合とすべきである。我が国において、どのような指標が当該例外の対象と

なり得るか、実態を把握したうえで、検討する必要があるのではないか。 

3. 作成者にとって過大な負担とならない形で、かつ、IFRS S1号とも整合的なものと

する観点からは、我が国の法令のうち、異なる集計期間となる可能性のあるものに

ついて、当該法令を所管する当局と議論することも考えられるがどうか。 

4. 関連する財務諸表と同じ報告期間を対象とすることが原則であるという点は、つな

がりのある情報の観点から、本基準の利用者に十分理解してもらうことが重要であ

るため、結論の背景などにおいて、その旨を明示してはどうか。  

5. 法令により異なる対象期間の報告が求められている場合であっても、一定の調整計

算を用いることで、関連する財務諸表と同じ期間を対象としたものとすることが容

易な指標もあると想定される。例外については、同じ報告期間を対象とすると信頼
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性のある情報が作成できない場合や調整計算に多大なコストが生じる場合など、適

用可能なケースを限定してはどうか。 

6. 法令により指標の報告が要求されているものの中にも、報告の頻度が毎年であるも

のもあれば、数年に一度のものもある。そのため、関連する財務諸表の報告期間と

の乖離の幅に一定の上限を設けることが考えられる。 

7. 指標の報告においては、さまざまな実務上の課題があると推察する。例えば、法令

により特定の事業所のみの指標を報告することが要求される場合、それ以外の事業

所については関連する財務諸表と同じ報告期間に基づいた集計が必要となるため、

実務が煩雑になる可能性がある。実務上の課題がどのようなものかについて、本基

準が発効された後の最初の数年間でモニタリングしていくことが必要であると考

える。 

（文案） 

8. サステナビリティ開示自体の報告期間について、関連する財務諸表の報告期間と異

なる場合を容認しているかのような誤解を与えないよう、「異なる期間を対象とし

て報告する」という定めについて、例えば「特定の指標については」などの文言を

追加してはどうか。 

9. 「サステナビリティ開示と財務諸表の対象期間を同じにすることができない場合

として」という表現について、技術的には一定の調整計算により対象期間を同じに

することが可能である。例えば「企業のコストの観点から」などの文言を追加して

はどうか。 

「日本版 S1 基準及び日本版 S2 基準の目的」に対する意見（審議事項 A1-2 関連） 

（文案） 

10. 「サステナビリティ開示」という名称は、IFRS S1号の用語である「サステナビリ

ティ関連財務開示」から「関連財務」の部分を省略しているが、企業価値との関連

性を明確にする観点と、一般的に用いられる「サステナビリティ開示」という用語

との混同を防ぐ観点から、「関連財務」の部分の省略は慎重に検討すべきと考える。 

11. 「一般目的財務報告書の特定の様式」の「様式」という表現は、開示様式のような

ものを想起させる可能性がある。一般目的財務報告書に含まれる情報の集合体を指

すという本来の意図が伝わるよう、他の表現を用いてはどうか。 
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「日本版 S1 基準の範囲」に対する意見（審議事項 A1-3 関連） 

（文案） 

12. 「サステナビリティ開示基準に従って」との記載は、基準の名称が確定した段階で

固有名詞に置き換えて、その指し示す対象を明確化すべきではないか。 

「日本版 S2 基準の範囲」に対する意見（審議事項 A2-1 関連） 

13. 特段の意見は聞かれなかった。 

「企業の見通しに影響を与えることが合理的に見込まれるサステナビリティ関連及び

気候関連のリスク及び機会の開示」に対する意見（審議事項 A1-4 関連） 

14. 「見通し」という用語は、IFRS S1号の「prospects」の訳語であることは理解する

ものの、この本来の意図が十分に基準の利用者に伝わるか懸念がある。補足文書等

で意図を十分に説明することが重要であると考える。 

（文案） 

15. 「見通し」の用語の意図を明確に伝えるためにも、IFRS S1 号第 3項の内容につい

ては、日本版 S1 基準においては「用語の定義」ではなく、そのまま開示基準の本

文に含めることにより、基準の利用者に意図が伝わりやすくなるのではないか。 

「バリュー・チェーンを通じてのサステナビリティ関連のリスク及び機会の再評価」に

対する意見（審議事項 A1-5 関連） 

16. 特段の意見は聞かれなかった。 

「重要性の定義」に対する意見（審議事項 A1-6 関連） 

17. 特段の意見は聞かれなかった。 

「重要性がある情報の識別及び開示」に対する意見（審議事項 A1-7 関連） 

（文案） 

18. 「重要性がある情報は企業に固有のものである」との記載は、基準本文ではなく、

結論の背景に含めてはどうか。 
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19. 「インパクトの大きい」という表現については、例えば欧州サステナビリティ報告

基準（ESRS）における「インパクト」と混同する可能性があるため、「影響の規模の

大きい」といった表現としてはどうか。 

20. IFRS S1号及び日本版S1基準は、まずサステナビリティ関連のリスク及び機会を識

別し、当該リスク及び機会に関する開示要求を識別し、その上で当該開示要求に基

づく情報に重要性があるかどうかを判断するというプロセスを内包していると理

解している。基準に内包される当該識別プロセスが適切に理解されるよう、基準文

案全体の構成を検討いただきたい。 

21. 情報に重要性があるかどうかを評価する際に定量的要因及び定性的要因の両方を

考慮するという点と、結果が不確実な事象に関する情報に重要性があるかどうかを

判断する際に考慮する事項が、連続する項番を用いて記載されている。両者は必ず

しも直接関連するものではないと思われるため、記載方法や記載場所を検討しては

どうか。 

「つながりのある情報」に対する意見（審議事項 A1-8 関連） 

22. 特段の意見は聞かれなかった。 

「判断」に対する意見（審議事項 A1-9 関連） 

（文案） 

23. サステナビリティ開示は、多くの判断を重ねて作成することが考えられる。例えば、

シナリオ分析では、複数のシナリオに関して判断を行う。この前提で、「最も重大

な影響を与えるもの」の表現については、最も重大な影響を与える1つの判断のみ

を開示することが要求されていると誤解を与える可能性がある。複数の判断を開示

することも想定している旨を基準の中で明示的に言及してはどうか。 

「測定の不確実性」に対する意見（審議事項 A1-10 関連） 

24. 「サステナビリティ開示で報告される数値に影響を与える最も重大な不確実性を

理解できるようにする情報」とは、具体的に何を指しているのか分かりづらいため、

規範性のないガイダンスで説明してはどうか。 

25. 「測定の不確実性のレベルが高い」かどうかを企業がどう評価するのか分かりづら
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いため、規範性のないガイダンスで説明してはどうか。 

26. 本論点に関する規範性のないガイダンスは、本来、国際サステナビリティ基準審議

会（ISSB）が公表すべきものであると考える。当委員会からも、ISSB がガイダンス

を開発し、実務をモニタリングするよう、働きかけていくべきである。 

 

以 上 


